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Promotion of "School Commuting" and Diff erences in the Use of ICT between Courses
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Abstract: The aim of this paper is to clarify the current situation and challenges of the Japanese 
high school education system and policies concerning "School Commuting" in recent years. In 
particular, this paper focuses on the diff erences between high school courses (full-time course, 
part-time course, and correspondence course). This paper reveals the following three fi ndings. 
First, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) is promoting 
high school education through "School Commuting" both systematically and politically. Second, 
there are diff erences in the use of ICT in education between high school courses. Third, there 
are inadequate eff orts to provide diverse high school educational opportunities between schools 
and between courses. Finally, one of the issues for future research is to clarify how the existing 
high school education system is being utilized through examination of individual cases.
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１．研究の目的と問題の所在

　本稿の目的は，日本の高校教育に関する制度・政策
動向について，「通学／非通学」の観点から高校を２
つに分類し，比較分析を行なうことを通して，その現
状と課題を明らかにすることである。本稿において「通
学／非通学」は，「高校卒業単位の修得に日常的な通
学を必要としているかどうか」で分類するものとする。
　周知の通り，1948年に新制高校が発足されて以降，
日本の高校進学率は上昇の一途をたどっている。1974

年に進学率は90％を超え，2022年時点で日本の高校進
学率は98% を超えている１。このような状況は，高校
教育の「準義務教育化２」とも表現されており，事実上，
高校「全入化」を前提とした教育政策（高校教育改革）
が求められているといえる。
　このように，ほぼ全員が進学している高校教育に関
して，近年，その在り方や機会保障をめぐる国レベル
での議論が慌ただしい。例えば，中央教育審議会（以
下，中教審）の初等中等教育分科会では，高校教育の
在り方をめぐり様々な審議会３が矢継ぎ早に設置され
ている。そのほか，同じく中教審の調査研究協力者会
議においても，多くの高校教育に関わる審議会が設置
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され，重要な事項に焦点化して議論されている４。さ
らに，内閣総理大臣の私的諮問機関である教育再生実
行会議においても，2019年５月17日に第十一次提言と
して，「技術の進展に応じた教育の革新，新時代に対
応した高等学校改革について（第十一次提言）」が出
されており，高校教育改革の方向性が次々と打ち出さ
れている。
　このような国レベルの高校教育改革動向に関して，
全般的な制度・政策の動向を射程として考察を行なっ
ている研究には，西本（1995），山田（2002），山﨑（2008）
亀井（2011），堀井（2012），小早川（2014）などが挙
げられる。これらの先行研究では，各年代における日
本の高校教育政策や主要な制度改正などを整理し，そ
の特徴や，教育行政・学校現場に与えうる影響につい
て考察している点で示唆に富む。具体的には，1993年
に全日制高校を含む全課程で制度化された単位制高校
や，1994年に導入された総合学科の設置，1999年の中
高一貫教育の制度化を主たる分析・考察対象として，
その功罪や展開状況について言及している。また，こ
れらの改革動向を，多様な高校教育機会保障の在り方
を可能とする「高等学校教育の個性化・多様化を進め
る５」政策として整理している点にも注目すべきであ
る。
　その一方で，2014年以降の高校教育制度・政策の動
向に注目し，整理・分析した先行研究は数少ない。と
りわけ，本稿が中心的に取り上げる遠隔授業の制度
化（2015年）や，新型コロナウイルス感染症の感染拡
大による学校の全国一斉休校６，また GIGA スクール
構想をはじめとした教育の情報化を推進するような動
向７が高校教育政策にどのように影響し，制度化され
ているのかについて検討した論考は見当たらない。
　その他，本稿の主たる問題意識である高校教育の「機
会保障の在り方」について検討・分析した論文には，
村山（2021），篠原（2017，2018）などが挙げられる。
村山（2021）は，各自治体（都道府県・市町村）別で
の地域内の高校の学校配置（収容定員）と高校進学者
数に注目し，全国の自治体の「高校収容力」の地域間
格差について，統計的なデータ解析を通じて実証的に
検討している。また篠原（2017，2018）は，北海道の
条件不利地域（離島，中山間地域など）における学習
者の高校教育機会を保障する政策として「地域キャン
パス校」制度を取り上げ，人口減少社会における学習
権保障の在り方について考察している。
　これらの先行研究に通底している問題意識は，「ほ
ぼ全員が進学する（している）高校教育の機会を，全
国どこにいても平等に保障することは可能なのか」と
いった点にあろう。明らかに人口減少，少子化，地方

の過疎化が進んでいる日本において，高校教育機会を
いかに保障するのか。敷衍すると，学習者が物理的に
通学可能な範囲内に学校が設置されていない場合にお
いて，その学習者の教育機会はいかに保障されうるの
か，保障すべきなのか。このような問題意識を引き継
ぎ，本稿では通信制高校が「特定の「空間」，「時間」
による教育機会保障８」を相対化する存在であること
に注目しつつ，近年の高校教育制度・政策の現状と課
題を析出する９。
　上述した学校の一斉休校は，学習者が学校に通いた
くても通えない状況を生み出した。また，テクノロジー
の発展により，ICT 等を活用することで空間を越え
てオンラインによる教育活動の実施も可能となってい
る。このような社会全体の経験・変化は，「通学」（＝
特定の「空間」，「時間」による教育機会保障）を相対
化する契機として捉えられる。加えて，のちに詳述す
るように，高校進学者の近況を課程別にみると，通信
制高校（非通学型高校）の生徒数・学校数だけが例外
的な増加傾向にある。以上を踏まえると，特定の「空
間」，「時間」による高校教育機会保障の相対化，すな
わち「通学／非通学」への注目が，近年の高校教育制
度・政策を分析する視点として重要になっている。
　そこで本稿では，３つの課程（全日・定時・通信制
課程）を有する高校を，特定学校（一条校）への日常
的な「通学」を高校卒業に関わる単位認定の前提とす
る全日制・定時制高校（＝通学型高校）と「学校の「非
通学性」と就学・修学範囲の「無限定性」10」といっ
た制度的特徴を有する通信制高校（＝非通学型高校）
の２つに分類し，「通学／非通学」の観点から，近年
の高校教育機会保障に関する制度・政策の現状と課題
を明らかにする。

２．日本の高校教育制度の歴史的変遷

（１）戦後高校教育のはじまりと３つの課程の制度化
　まず，戦後日本における高校教育制度の歴史的変遷
について，全日制・定時制・通信制課程の３つの課程
の制度化を中心に整理する。
　戦後日本の高校教育は，1947年学校教育法（昭和22
年３月29日法律第26号）（当時）の公布・施行を受け
て開始された。現在の全日制課程は，同法第44条にお
いて「通常の課程」と記されている。定時制課程は，
同条において「夜間において授業を行う課程又は特別
の時期及び時間において授業を行う課程」と規定され
ており，これら二つの課程は，それぞれ独立して（一
つの課程のみで）高校の設置が可能であった。一方，
高校教育発足当初，通信制課程は独立した課程として
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認められておらず，同法第45条において高校は「通信
による教育を行うことができる」ことのみが定められ
ていた。
　その後，通信制課程が一つの課程として正式に法令
上に位置づけられたのは，1961年のことである。学校
教育法一部改正により，高校は「全日制の課程又は定
時制の課程のほか，通信制の課程を置くことができる」
と規定された（第45条）。また，「第46条において「修
業年限を４年以上とする。」と規定し，さらに通信制
のみを置く高等学校（独立校），広域の通信制の課程，
技能教育施設との連携をうたい，高校三本柱の一本と
して位置づけされること11」が定められた。
（２）高校数・生徒数の減少と通信制高校への注目
　既述のとおり，1974年以降，日本の高校進学率は常
に90％を超えており，2022年度の高校進学率は98％を
超えている。その一方で，少子化により近年の高校の
学校数・生徒数はともに減少傾向にある。具体的には，
学校数はこの20年間で約200校，生徒数は約60万人減
少している。このような全体的な減少傾向にあって，
近年の通信制高校の学校数・生徒数の変化には注目す
べきである。すなわち，通信制高校はこの20年間で学
校数は約130校，生徒数は約６万人増加している。
　このような全体傾向とは異なる，通信制高校の例外
的な増加傾向の要因として，高等学校通信教育規程の
改正（2004年，2006年）による学校設置条件の弾力化
など，通信制高校の学校設置に関わる制度の規制緩和
が指摘されている12。また，滝沢（2021）は「コロナ
禍におけるオンライン授業・学習は，児童生徒，教職員，
保護者等にとって，教育・学習における「通学」を（一
時的，部分的にでも）相対化し，その意味を問う共通
体験となっている13」として「今後も，通学を前提と
せず個別学習を重視した「非通学型」の学校が，多く
の生徒を惹きつけ，増加，拡大していくことが予想さ
れる14」と述べている15。
　ここから，通学を前提としない非通学型高校である
通信制高校が，学習者（やその保護者）の積極的な選
択肢になっている可能性が指摘できる。加えて，本稿
の目的に鑑みると，同じ高校でありながら異なる様相

（生徒数・学校数の増減）を呈している全日制・定時
制高校（通学型高校）と通信制高校（非通学型高校）
の間において，どのような教育政策上の相違がみられ
るのか，注視する必要がある。そこで次節では，近年
の高校教育に関する政策動向を，「通学／非通学」の
観点，すなわち，高校卒業に関わる単位修得のために
日常的な通学を前提とする全日制・定時制高校（通学
型高校）と，単位修得に通学を前提としない通信制高
校（非通学型高校）に大別して整理する。

３．高校教育に関する近年の政策動向

　近年，高校教育の質の確保・向上をめぐっては，学
科間における「共通性の確保」と定時制・通信制高校
における「多様性への対応」が重要視されている16。
また，2021年４月に出された中教審答申（「「令和の日
本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの
可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学び
の実現～（答申）」）では，コロナ禍の経験も踏まえ，「遠
隔・オンラインか対面・オフラインかという二元論に
陥ることなく（中略）最適な組合せを探ることが必要
である（中略は筆者）」と述べられている。ここから，
高校教育において共通して保障すべき事項と，多様か
つ柔軟に対応すべき事項を，どのように峻別あるいは
組み合わせるべきであるのか，といった問いが生まれ
る。
（１）全日制・定時制高校における「遠隔授業」制度化
　全日制・定時制高校といった「通学」を前提として
教育機会保障（高校卒業に関わる単位認定）を行う，
いわば「通学型高校」において，近年注目されている
のが，「多様性への対応」（多様な教育機会保障）を企
図した「遠隔授業の単位化（制度化）」である。
　従前の通学型高校では，「通学による教育が前提と
なっており，担当教諭の立会いの下で行う場合や教育
課程の特例措置を活用する場合を除き，（遠隔授業は）
原則として認められていな（括弧は筆者加筆）17」かっ
た。しかしながら，「①離島・過疎地等の生徒に対す
る教育機会の確保，②多様かつ高度な教育に触れる機
会の提供，③不登校や療養中など特別な支援が必要な
生徒に対する個別学習ニーズへの対応18」といった遠
隔授業の制度化への意義が提起され，2015年４月より
遠隔授業の実施（遠隔授業による単位修得）が可能と
なったのである。一方，遠隔授業の制度化当初，その
実施に関わっては，同時双方向型のオンライン授業で
あること，メディアを利用して行う場合においても対
面により行う授業を相当の時間数行うこと，遠隔授業

（メディアを利用して行う授業）により修得できる単
位数は高校卒業単位数である74単位のうち36単位以下
であること，同時に授業を受ける人数は40人以下とす
ることなど，多くの制約が設けられていた。
（２）「遠隔授業」の推進と関連法令の規制緩和
　2015年に制度化された通学型高校における遠隔授業
の実施は，2020年５月15日の「学校教育法施行規則の
一部を改正する省令の施行について（通知）」および
2021年２月26日の「高等学校等における遠隔教育の実
施に係る留意事項について（通知）」により，一層推
進（規制緩和）されることとなる。具体的な改正のポ
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イントは以下の２点である。１点目，「高等学校等に
在籍する疾病による療養のため又は障害のため，相当
の期間学校を欠席すると認められる生徒」（以下，病
気療養中等の生徒）に対する遠隔授業による修得単位
数の上限が緩和（事実上撤廃）されたことである。２
点目，遠隔授業を活用して修得する単位のうち，「主
として対面により授業を実施する」ものは，単位数上
限（36単位）の算定に含める必要がなくなったことで
ある。これらの改正は，学校教育法施行規則の一部改
正により実現した。その他，各教科・科目の特性に応
じて示される遠隔授業を実施する際に必要とする対面
授業の標準実施時間数に関しても，「各高等学校等に
おいて適切に時間数を定めること」として，大綱的な
規定に改められた。すなわち，理論上，高校卒業（高
校教育機会保障）に関わる全ての授業において，遠隔
授業を取り入れることが可能となったのである。
　遠隔授業実施に関する規制緩和はさらに続く。2023
年３月30日の文科省通知（「高等学校等の病気療養中
等の生徒に対するオンデマンド型の授業に関する改正
について（通知）」）によると，学校教育法施行規則第
88条の３に第２項を新設し，「病気療養中等の生徒に
対して行う授業については，同時双方向型であること
を要しないこととし，オンデマンド型の授業で実施す
ることを可能とすること」を新たに定めた。以上のよ
うに，通学型高校における遠隔授業に関する法令の改
正動向は，2015年の制度化以降，基本的に「規制緩和」
の方向性で進んでいることがわかる。
（３） 「CORE ハイスクール・ネットワーク構想」事

業の開始
　通学型高校の遠隔授業を推進するための政策は，法
令の改正にとどまらない。すなわち，文科省は2021年
度より全国13箇所を指定し，「CORE19ハイスクール・
ネットワーク構想」事業を開始した。本事業は，「複
数の高等学校の教育課程の共通化や ICT 機器の最大
限の活用により，中山間地域や離島等の高等学校にお
いても生徒の多様な進路実現に向けた教育・支援を可
能とする高等学校教育を実現し，持続的な地方創生の
核としての機能強化を図る」ことを目的としている。
本政策は，単に遠隔授業により単位の修得機会を確保・
提供することにとどまらず，複数の高校をオンライン
で結ぶことによる協働的な関係性の構築や「持続的な
地方創生の核としての機能強化」を企図した，より積
極的に遠隔（オンライン）を活用した政策として認識
される。
　このように通学型高校においては，過疎地域におけ
る高校教育機会保障などの課題を内包しつつ，既存の
制度枠組みの規制を緩和することで，単一の学校を越

えた教育機会保障の在り方が模索・推進されている。
　ただし，以下の２点には留意が必要であろう。１点
目，遠隔授業のみで単位を修得することは認められて
いないことである。遠隔授業による単位修得のために
は「各教科・科目等の特性に応じ，対面による授業を
相当の時間数行う必要があること」が定められている。
２点目，遠隔授業制度は「通学」自体を相対化するも
のではないことである。通学型学校において制度化・
単位化された遠隔授業は，基本的に異なる学校の学級
間をつないで実施することを前提としている。すなわ
ち，遠隔授業は基本的に「通学」を前提としており，
特定の空間・時間による教育機会保障という点では根
幹的には変わっていない。換言すれば，「対面」の学
級空間同士をつなげていることに他ならない。一方で，
病気療養中等の生徒については，修得単位の上限によ
らず遠隔授業を実施してよいこととなっている。この
場合，「通学」の必要はなく「通学」の相対化ともい
える。ただし，あくまでこのような適用は特例的なも
のであり，制度上，通学型高校（全日制・定時制高
校）に在籍する全ての学習者に開かれているわけでは
ない。
（４）通信制高校の「非通学性」に関する規定の整理
　次に，通信制高校における近年の制度・政策動向に
ついて整理する。先に述べたとおり，通信制高校の制
度的特徴は「学校の「非通学性」と就学・修学範囲の

「無限定性」」にある。以下では，その根拠として通信
制高校における学校の「非通学性」に関する特徴的な
規定を２点挙げる。
　１点目は，通信制高校の教育方法（単位認定の方法）
である。通信制高校は，添削指導，面接指導および試
験の３つの方法からなり，「通学」による授業を前提
としていない。とりわけ，添削指導について言及する
と，通信制高校では基本的に，学習者の「自学自習」
によるレポートの提出が課されており，それらを郵便
やインターネット等で郵送・提出することで，添削指
導を受けることが可能となる。すなわち，そもそも添
削指導にあたっては（原則として）通学を必要としな
い。
　２点目は，メディア利用による面接指導時間数の減
免制度が存在することである。面接指導は「授業」で
はない一方で，基本的に在籍校（あるいは協力校など
の面接指導等実施施設）に通学する必要がある。しか
しながら，上記の減免制度を活用することで，最大で
10分の８まで面接指導の時間数をメディア利用により
代替することが可能となっている。以上のような制度
的特徴を有する通信制高校は，「通学」の必要性を最
小化している「非通学型高校」として位置づけられよ
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う。
（５） 通信制高校の関連法令の改正と今後の在り方に

関する議論の動向
　通信制高校に関する近年の政策動向については，川
本（2023）が詳しい。ここでは紙幅の都合上，「通学
／非通学」に関わる近年の通信制高校における制度・
政策動向に焦点を当てて整理する。
　近年の通信制高校に関する政策動向を端的に述べる
と，教育活動の実施に関して「規制を強化する」動向
にあるといえる。以下では，規制強化を説明する根拠
として，２つの関連法令の改正を取り上げる。
　一つ目は，2018年の通信制高校の教育実施「場所」
に関する法令改正である。通信制高校では，広域通信
制高校20による不適切な学校運営の実態が顕在化した
こと21を背景に，通信制高校の学校運営の基準となる

「高等学校通信教育の質の確保・向上のためのガイド
ライン」が策定された。その後，「高等学校通信教育
の質の確保・向上方策について（審議のまとめ）」の
内容等を踏まえ，より具体的な記述によるガイドライ
ンに改訂されている。このような通信制高校に対する
教育の質の確保・向上政策の一環として行なわれたの
が，2018年の関連法令改正である。具体的には，学
校教育法施行規則第４条第２項に第３号が追加され
た22。本改正により，単位認定に関わる教育活動であ
る面接指導や，試験の実施場所に関する通信制高校の
不明瞭な運用実態23をより詳細に把握するために，面
接指導等の単位認定に関わる教育活動を実施する施設
に関する事項を学則の記載事項として追加することが
規定された。
　二つ目は，通信制高校が実施する教育の「方法」や

「内容」，単位認定の「評価基準」を可視化することを
企図した2021年の改正である。同改正では，「通信制
高等学校の質の確保・向上に関する調査研究協力者会
議（審議まとめ）」の内容等を踏まえ，学校教育法施
行規則第４条第２項，第５条第３項および，高等学校
通信教育規程第３条，第４条が改正され，同規程第４
条の２，第４条の３，第10条の２，第13条，第14条が
新たに追加された。これらの法令改正により，同時に
面接指導を受けることができる生徒数が明記される24

とともに「通信教育実施計画25」の策定・公表が新た
に義務づけられた。また，通信制高校における教育活
動を連携協力して実施する施設全体を「通信教育連携
協力施設」として再定義し，そのうち，単位認定に関
わる教育活動（面接指導，試験等）を実施する施設を

「面接指導等実施施設」，そのほかの事務や学習支援を
行なう施設を「学習等支援施設」として分類した。
　川本（2023）によると，通信教育実施計画の策定が

義務づけられることによって，遠隔（オンライン）を
活用した「非通学」による面接指導の実施，とりわけ「多
様性への対応」の観点における個別ニーズに応じた学
習計画の策定・実施が困難になる可能性（制度的課題）
が指摘されている。ここでの制度的課題とは，通信制
高校の教育全体の質保証を志向した今次改正（規制強
化）の実施により，これまで個別のニーズに応じて弾
力的に教育活動を計画・実施してきた学校26が，通信
教育実施計画で「求められる項目さえ一律で作成すれ
ば良い27」と認識してしまう可能性である。
　これまで多くの先行研究において，通信制高校に在
籍する生徒に対する個別の支援が必要であることが論
じられてきた28。その一方で，今次改正により各学校
で教科科目ごとの通信教育実施計画が策定され，本計
画に則った教育活動の実施が求められることとなる。
このことにより，結果として各学校がこれまで行なっ
てきた個別的な対応に困難が生じ，「これまで通信制
高校が保障してきた学びのセーフティネットから「こ
ぼれ落ちる」学習者29」が現れることが懸念される。
　その他，通信制高校の今後の方向性を取りまとめた
最新の公的文書として，2022年８月29日発出の「「令
和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校
の在り方に関する調査研究協力者会議（審議まとめ）」
が挙げられる。本審議まとめによると，通信制高校で
は「全日制・定時制課程以上に，生徒一人一人の実態
に応じて，伴奏して支援を行う体制を構築していくこ
とが必要である」ことが述べられており，「高等学校
教育として相応しい質を確保する学習」設計の在り方
が提起されている。なおここでの提起とは，全日制・
定時制高校と同じように「面接指導と添削課題に要す
る学習時間（中略）の総計を35単位時間を標準とする」
ことであった。すなわち，通信制高校における教育の
質を確保するために，通学型高校（全日制・定時制高
校）の学習指導要領等に示される基準を援用し，学習
時間を「量的」に確保することが求められている。ま
た，ICT 等のメディアを利用して面接指導を実施す
る場合においても，「少人数かつ同時双方向型で行う」
ことが強調されている。
　このような政策の方向性は，これまで「自学自習」
を前提に日常的な「通学」を必要としてこなかった非
通学型高校である通信制高校の在り方にどのような影
響を与えるものであろうか。本審議まとめに対しては，
学校現場からの批判的な意見30もみられ，慎重に制度
改正の経過を観察するとともに，その効果を検証する
必要があろう。
　以上を踏まえると，非通学型高校（通信制高校）では，
教育機会保障の在り方として「空間」や「時間」に関
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する規制を強化する制度・政策動向にあることが指摘
できる。また，具体的な「規制強化」の内容は，通学
型高校（全日制・定時制高校）のように，一度に受け
られる人数を制限した教育活動（＝授業）を念頭に置
いていることが推察される。

４．総合考察

（１）近年の高校教育制度・政策の現状
　本稿では高校教育を「通学／非通学」の観点で再分
類し，それぞれの制度・政策状況について整理・考察
した。これらを比較分析すると，高校教育の機会保障
の在り方をめぐる教育制度・政策の現状について，以
下の２点が指摘できる。
　１点目は，高校教育において「通学」志向を強化し
ようとする文科省の姿勢が看取されることである。
　全日制・定時制高校における遠隔授業の実施に関わ
る規定の変遷に注目すると，基本的に規制を緩和する
ことで遠隔授業の実施を推進している動向が明らかと
なった。その一方，ここでの遠隔授業制度はあくまで
学校（学級）と学校（学級）を結んだ授業を想定して
おり，学習者は日常的な「通学」（「空間」と「時間」
の限定）を通して，各在籍高校から授業を受けること
が前提となっている。また，通信制高校では様々な問
題が顕在化し，教育の質保証のために改善すべき課題
が提起されている。このような中で，通信制高校を一
律の「時間的・量的」な基準，あるいは教育を受ける「場
所」によって管理することで，その質を保証しようと
する制度・政策動向がみられる。これらは，特定の「空
間」と「時間」による教育機会保障の在り方を志向し
ている点で通底している。
　以上を踏まえると，日本の高校教育全体の制度・政
策の現状として，学校に通うことを前提とする「通学
型」の教育機会を保障する志向性が見出される。
　２点目は，教育活動におけるメディア（ICT）利用
の方向性について，一見すると２分類（全日・定時制
／通信制）間で矛盾した動向にあることである。全日
制・定時制高校においては，CORE ハイスクール・ネッ
トワーク構想の展開などにより，今後さらに ICT を
活用した遠隔での教育活動が推進されることが予想さ
れる。一方で，通信制高校においては，メディア（ICT）
を活用した単位認定に関わる教育活動に関して管理を
強化するような動向となっている。本稿は，このよう
な通信制高校の動向を，都道府県等の学校設置認可権
者および学校設置者の管轄範囲を空間的に越えて，全
国から教育活動の実施を可能とする（そのほとんどが
私立である）広域通信制高校への管理を強め，教育活

動の展開状況を把握するための「規制強化」政策であ
ると考える。
　以上を高校教育全体の動向として要約すると，文科
省は，都道府県等の学校設置認可権者（一般行政）の

「（空間的な）管理下」において，多様な教育機会の保
障を志向していることが推察される。逆にいえば，広
域通信制高校のような県域を越えた特定の「空間」，「時
間」に制約されない教育活動の展開には，抑制的な立
場をとっていることが指摘できる。
　また，ICT の活用方法についても，２分類間にお
いて明らかな相違がみられる。すなわち，全日制・定
時制高校における遠隔授業は，2023年３月の法令改正
により，条件付きではあるものの「オンデマンド型」
による授業実施を認めている。その一方で，近年の通
信制高校では，面接指導等におけるメディア（ICT）
利用に関して「同時双方向型」による教育活動の実施
が強く求められている。このような ICT 利活用をめ
ぐる方向性の違いは，制度発足当初から単位認定に関
わる教育活動へのメディア（ICT）利用を可能として
きた「非通学型高校」である通信制高校と，学校への
日常的な「通学」および「対面」による一斉授業を教
育機会保障の前提としてきた「通学型高校」である全
日制・定時制高校の間にある，メディア（ICT）活用
をめぐるギャップを解消しようとする政策動向として
認識できる。
（２）近年の高校教育政策の課題と対応方策の提示
　近年の高校教育政策上の課題として，課程を越えて
高校教育機会を保障しようとする視点が欠落している
ことが指摘できよう。換言すれば，一課程内で完結（修
了）する従前の高校教育機会保障にとどまる政策に
なっているといえる。
　例えば，CORE ハイスクール・ネットワーク構想
に基づく遠隔授業制度・政策は，全日制・定時制高校
での活用が可能であるにもかかわらず，現状，全日制
課程内のみでの活用にとどまっている。さらに言及す
ると，通信制高校が制度発足当初から「非通学」によ
る教育機会を提供していることに鑑みれば，ICT を
活用した遠隔（オンライン）による教育機会保障の在
り方やそのノウハウの蓄積は，むしろ通信制高校にこ
そ見られるのではないだろうか。これらを踏まえれば

「通学型高校／非通学高校」，あるいは「全日制／定時
制／通信制」の枠を越えて，多様な教育機会を保障す
るための政策が模索されるべきであろう。
　以上のような指摘への対応は，既存の制度枠組みの
範囲内で十分に可能である。例えば，学校教育法施行
規則等に規定される課程を越えた単位相互修得制度の
活用が挙げられる。その代表例である「学校間（課程間）
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連携」制度31や「定通併修」制度32を活用することは，「多
様化への対応」を志向する今日の高校教育制度・政策
動向にも親和的であると考えられる。

５．おわりに

　本稿では，近年の高校教育制度・政策を「通学型高
校／非通学型高校」別に整理し，比較分析することを
通して，その現状と課題を明らかにした。
　冒頭でも述べたように，本稿の根本的な問題意識は，
高校教育機会保障を各課程（全日制・定時制・通信制
課程）で区別・分類して考えるのではなく，一つの共
通した「高校教育機会」として，その保障の在り方を
検討していく必要があるのではないかということであ
る。本稿の成果を踏まえると，高校教育制度・政策の
全体的な動向として，特定の「空間」「時間」による
教育機会保障の在り方，すなわち「通学」志向を強化
しながらも，多様な教育機会保障の在り方として，メ
ディア（ICT）活用を前提とした遠隔教育の推進が図
られていること（「多様性への対応」）が明らかとなっ
た。
　今後も日本においては，少子化や地方財政の逼迫等
を背景とした（公立）高校の統廃合により，学習者が
物理的に高校に「通学」することができない地域の増
加が考えられる33。このような状況において，高校教
育機会はどのようにして保障されるべきであろうか。
例えば，先に説明した広域通信制高校は，全国から学
習者を募集すること（就学・修学範囲の「無限定性」）
が可能である。ただし，広域通信制高校はそのほとん
どが私立であり，地方の学習者が通学可能な範囲に本
校，あるいは「面接指導等実施施設」が設置されると
は考えにくい。
　以上を踏まえると，学習者の高校教育機会を遍く保
障するための方途として，①各都道府県に一校ないし
は数校設置されている公立通信制高校において，協力
校制度等の活用を通じた「非通学」による教育機会保
障を展開すること，あるいは，② CORE ハイスクー
ルネットワーク構想に象徴されるような学校間を結ん
だ遠隔教育を推進すること，または総合考察で述べた
③学校間連携等による課程を越えた単位修得制度を積
極的に活用することが挙げられる。
　今後の研究課題は，これら①～③に該当する先進的

（示唆的）事例の詳細な検討である。このような事例
において，高校の教育機会は「誰」（主体）によって，

「なんのため」（目的）に，また「どのようにして」（方
法）保障されているのか。各事例の運用実態を明らか
にすることで，現行制度の意義と課題，高校教育の展

開可能性を考究する必要がある。
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10 川本吉太郎「高等学校通信制課程における特例の運
用実態　－単位認定に係る教育活動に注目して－」

『教育行政学研究』第43号，2022年，２頁。
11 全国高等学校通信制教育研究会『高校通信教育三十

年－回顧・現状・展望－』日本放送出版協会，1978
年，57頁。

12 内田康弘・神崎真実・土岐玲奈・濱沖敢太郎「なぜ
通信制高校は増えたのか　－後期中等教育変容の一
断面－」『教育社会学研究』第105巻，2019年，5-26
頁を参照されたい。

13 滝沢潤「「就学」と「通学」の分離による普通教育
機会保障制度の再構築」『教育学研究』第88巻，第
４号，2021年12月，２頁。

14 同上。
15 学校基本調査によると，「非通学型」学校である通

信制高校の生徒数は，2020年度から2022年度の３ヵ
年度で31,319人増加している。同年度間で高校全体
の生徒数が103,836人減少していることを踏まえる
と，滝沢（2021）の指摘には一定の妥当性があると
いえよう。

16 中央教育審議会・新しい時代の初等中等教育の在り
方特別部会・新しい時代の高等学校教育の在り方
ワーキンググループ「新しい時代の高等学校の在り
方ワーキンググループ（審議まとめ）～多様な生徒
が社会とつながり，学ぶ意欲が育まれる魅力ある高
等学校教育の実現に向けて～」2020年11月13日，４
頁を参照。

17 高等学校における遠隔教育の在り方に関する検討会
議「高等学校における遠隔教育の在り方について（報
告）」2014年12月８日，３頁。

18 上掲報告書，８頁。
19 ここでの「CORE」とは，「Collaborative Regional」

の略である。ここからも本政策の遠隔（オンライン）
による地域間の連携・協働の意図が看取されよう。

20 「広域通信制高校」とは，学校が設置認可されてい
る都道府県等に加えて，その他２都道府県以上から
生徒を募集している通信制高校のことを指す。（学

校教育法施行令第24条を参照のこと。）
21 2015年のウィッツ青山学園高等学校における就学支

援金不正受給事件がその代表的な事例である。
22 追加された学校教育法施行規則第４条第２項第３号
（当時）の規定内容は，次の通りである。

通信制の課程を置く高等学校又は前号に規定する
高等学校以外の施設で高等学校通信教育規程（昭
和三十七年文部省令第三十二号）第二条第一項に
規定する面接指導又は試験を行う場合の当該施設
に関する事項

　このように，通信制高校の本校あるいは協力校以
外の面接指導や試験等の単位認定に関わる教育活動
を実施する施設に関して，これらを学則の記載事項
に追加することが定められた。

23 例えば，通信制高校の「本校以外の施設において面
接指導を受ける生徒の履修状況の把握が不十分であ
る」こと，「連携施設での面接指導において，施設・
設備面での制約等から理科や家庭科等の教科におけ
る実験・実習が十分に行われていないおそれがある」
ことなどが報告されている。（広域通信制高等学校
の質の確保・向上に関する調査研究協力者会議「高
等学校通信教育の質の確保・向上方策について（審
議のまとめ）」2017年７月，29頁。）

24 同時に面接指導を受ける生徒数は，「少人数とする
ことを基本とし，四十人を超えてはならない」と定
められた。

25 通信教育実施計画には，通信教育を実施する科目等
の名称・目標・実施方法・内容・年間計画・学習成
果に関する評価および単位認定基準を記すことが定
められている。同計画は校長が策定し，生徒に対し
てあらかじめ明示するものである。

26 実際，通信制高校における特例制度の運用実態に
迫った川本（2022）によると，「通信制高校の中心
的な教育方法である添削指導や面接指導の運用につ
いて，それらの指導回数を学習指導要領の標準回数
から変更していると回答した全ての通信制高校にお
いて，標準指導回数よりも増やして運用されている
ことが明らかとなっ」ている。このように，「量的・
時間的」な規制強化を行なう以前から規定の回数よ
り増やして運用している通信制高校も見られる。

27 川本吉太郎「高等学校通信制課程における「規制強
化」の動向　－調査研究協力者会議の審議まとめと
関連法令の内容分析を中心に－」『教育行政学研究』
第44号，2023年，９頁。

28 例えば，土岐玲奈，保坂亨「学習にブランクのある
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「通学／非通学」をめぐる高校教育制度・政策の現状と課題
─　「通学」志向の強化と ICT 活用をめぐる課程間の相違　─

生徒に対する学習支援の現状と課題－通信制高校に
おける調査から」『千葉大学教育学部研究紀要』第
60巻，2012年，191－195頁や西村貴之「通信制高校
における生徒の実態に即した教育支援に関する研究
－設置者別の違いに着目して－」『北翔大学生涯ス
ポーツ学部研究紀要』第11号，2020年，77-90頁が
挙げられる。

29 川本吉太郎「高等学校通信制課程における「規制強
化」の動向　－調査研究協力者会議の審議まとめと
関連法令の内容分析を中心に－」『教育行政学研究』
第44号，2023年，９頁。

30 広域通信制高校である学校法人角川ドワンゴ学園
N 高等学校・S 高等学校は，同審議まとめを「各校
の創意工夫や自助努力を包摂する余地のない過剰な
事前規制を課すことは，個々の生徒に真に寄り添っ
た教育活動の障壁となるばかりでなく，高校教育全
体の可能性を失わせ，将来にわたって生徒の学びや
人間的成長を妨げることにもなりかねないと危惧す
るもの」として批判的な見解を示している。（N・
S 高等学校ホームページ「「令和の日本型学校教育」
の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調
査研究協力者会議「審議まとめ案」に対する意見」

（https://nnn.ed.jp/news/blog/archives/15634/）
（最終閲覧日：2023年９月27日）を参照されたい。）

31 学校教育法施行規則第97条。
32 高等学校通信教育規程第12条。
33 公立高等学校の配置状況に関して，2020年７月９日

の「新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキング
グループ（第９回）」の配付資料６「関係資料（公
立高等学校の配置・高等学校卒業後の状況）」によ
ると，2019年度時点で，公立高校の立地が０ない
し１である市区町村は，1,088自治体存在（全体の
62.5%）し，最も割合が高い北海道は82.1% であった。

【引用・参考文献】

池田賢市「定時制（通信制）高校の現状を契機とし
た学習権問題の提示」『教育制度学研究』第13号，
2006年，111-114頁。

内田康弘・神崎真実・土岐玲奈・濱沖敢太郎「なぜ通
信制高校は増えたのか　－後期中等教育変容の一断
面－」『教育社会学研究』第105巻，2019年，5-26頁。

亀井浩明「後期中等教育研究動向」『教育制度学研究』
第18号，2011年，200-207頁。

川本吉太郎「高等学校通信制課程における「規制強化」
の動向　－調査研究協力者会議の審議まとめと関連
法令の内容分析を中心に－」『教育行政学研究』第

44号，2023年，1-12頁。
川本吉太郎「高等学校通信制課程における特例の運用

実態　－単位認定に係る教育活動に注目して－」『教
育行政学研究』第43号，2022年，1-13頁。

川本吉太郎「日本の高等学校通信制課程に関する研
究　－制度の史的展開に着目して－」『中国四国教
育学会教育学研究紀要（CD － ROM 版）』第66巻，
2020年，584-589頁。

月刊高校教育編集部編『高校改革がわかる本　その歴
史とこれからの展望』学時出版，2006年。

広域通信制高等学校の質の確保・向上に関する調査研
究協力者会議「高等学校通信教育の質の確保・向上
方策について（審議のまとめ）」2017年7月

高等学校における遠隔教育の在り方に関する検討会議
「高等学校における遠隔教育の在り方について（報
告）」2014年12月8日。

小早川倫美「後期中等教育に関する研究動向」『教育
制度学研究』第21号，2014年，234-238頁。

篠原岳司「離島地域における超小規模高校の教育と地
域おこし：羽幌町立天売高等学校・天売島を事例に」

『公教育システム研究』第16号，2017年，119-156頁。
篠原岳司「北海道の高校再編に見る人口減少社会の学

習権保障　－「地域キャンパス校」制度を事例に－」
『日本教育学会大會研究発表要項』第75巻，2017年，
404-405頁。

篠原岳司「北海道の高校再編に見る人口減社会の学習
権保障：「地域キャンパス校」制度の検討を中心に」

『公教育システム研究』第17号，2018年，159-171頁。
白石克己『生涯学習と通信教育』玉川大学出版部，

1990年。
全国高等学校通信制教育研究会『高校通信教育三十年

－回顧・現状・展望－』日本放送出版協会，1978年。
高橋亜希子「北海道の高校統廃合をめぐる状況：「新

たな高校教育に対する指針」後の動向」『北海道教
育大学紀要（教育科学編）』第62巻，第1号，2011年，
237-246頁。

滝沢潤「「就学」と「通学」の分離による普通教育機
会保障制度の再構築」『教育学研究』第88巻，第4号，
2021年12月，532-544頁。

中央教育審議会・新しい時代の初等中等教育の在り方
特別部会・新しい時代の高等学校教育の在り方ワー
キンググループ「新しい時代の高等学校の在り方
ワーキンググループ（審議まとめ）～多様な生徒が
社会とつながり，学ぶ意欲が育まれる魅力ある高等
学校教育の実現に向けて～」2020年11月13日。

中央教育審議会「「令和の日本型学校教育」の構築を
目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個



─ 209 ─

川本吉太郎

別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）」
2021年4月22日。

土岐玲奈，保坂亨「学習にブランクのある生徒に対す
る学習支援の現状と課題－通信制高校における調査
から」『千葉大学教育学部研究紀要』第60巻，2012年，
191-195頁。

西村貴之「通信制高校における生徒の実態に即した
教育支援に関する研究－設置者別の違いに着目し
て－」『北翔大学生涯スポーツ学部研究紀要』第11号，
2020年，77-90頁。

西本憲弘「高校教育改革と制度上の課題　－後期中等
教育制度の動向分析－」『教育制度学研究』第2号，
1995年，120-125頁。

堀井啓幸「2000年以後の高校教育改革の検証とこれか
らの高校教育制度研究」『教育制度学研究』第19号，

2012年，154-157頁。
村山詩穂「高校教育機会とアクセスの趨勢　－収容力

の地域間格差－」『佐賀大学全学教育機構紀要』第9
号，2021年，21-34頁。

山﨑保寿「後期中等教育制度に関する研究動向」『教
育制度学研究』第15号，2008年，165-169頁。

山田朋子「高校教育改革の研究動向」『教育制度学研究』
第9号，2002年，250-255頁。

「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等
学校の在り方に関する調査研究協力者会議「「令和
の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校
の在り方に関する調査研究協力者会議（審議まと
め）」2022年8月29日。

（主指導教員　滝沢　潤）


